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1はじめに
　1933 年の滝川事件を機に京都大学法学部教授を辞して、末川博とともに大阪商科大学の教
員となった恒藤恭は、日中戦争から太平洋戦争へと向かっていく時代に、『法の基本問題』お
よび『法的人格者の理論』（いずれも 1936 年）といった自らの法哲学の重要な著作を公刊し
ていった。その一方で恒藤は、本務校である大阪商科大学と、同志社、立命館、関西学院等の
関西の私立大学とにおいて講師を務め、法理学（法哲学）、国際公法、経済哲学、社会思想史
などを学生に向かって講義している。
　2014 年 12 月に大阪市立大学大学史資料室／恒藤記念室の主催により行なわれた「第 6 回 
恒藤恭シンポジウム」では、前年の第 5 回を引き継いで戦時体制のもとでの恒藤恭の思索と行
動がテーマとなった。幸いにして、恒藤が戦時下に学生に対して語った内容は、恒藤家からの
寄贈により大阪市立大学恒藤記念室に所蔵されている彼の手書きの講義ノートからうかがい知
ることができる（次ページの表を参照）。第 6 回シンポジウムにおける筆者の報告も、それら
の講義ノートに依拠したものであった。なかでも本稿が着目するのは、1941 年から 42 年にか
けて恒藤が書き記した 2 冊におよぶ「国家思想史」講義のノートである。後述するように、こ
の 2 冊の講義ノートは恒藤が 1941 年度に大阪商科大学において担当した「国家思想史」講義
のために書かれたものである。
　太平洋戦争の勃発は 1941 年 12 月であり、翌 42 年 4 月には、大阪商科大学予科講師であっ
た立野保男がその言動を大学当局から問題視されて東北大学への転職を余儀なくされた。そし
て 1943 年からは、数十名の学生・卒業生らが逮捕・投獄された大阪商大事件が勃発する。大
学が戦時体制へとのみ込まれていくなかで、かつて「世界民の愉悦と悲哀」（1921 年）におい
て戦争を「人類の犯し得る最大の罪悪だ」（1）と断じた恒藤恭は、戦争という行為の主体である
国家を論じた講義のなかで学生たちに何を語ったのであろうか。そこには、戦場へと駆り出さ
れていく教え子たちに宛てた、恒藤の教師としてのメッセージを読み取ることができるであろ
うか。
───────────────────────────────────────────────
　（1）　恒藤恭「世界民の愉悦と悲哀」、『改造』1921 年 6 月号、75 頁。
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表：恒藤記念室に所蔵されている講義ノートの標題（一部のみを掲載）
年 番　号 標　　　　題
1923 1 社会思想史
1927 2 経済哲学Ⅰ
1927 3 文化科学の根本問題
1927 4 経済哲学Ⅱ
1928 5 法理学
1928 6 法理学
1929 7 経済哲学Ⅰ
1929 8 法理学　法理学史年表
1930 9 法理学Ⅱ
1931-32 10 法理学講義
1932 11 法源の理論
1932 12 社会哲学
1932-51 13 法理学（国際法Ｋ）
1932 14 適法性ノ理論
1933 15 法律思想史 昭和八年十一月
1934 16 社会哲学
1934 17 法理学
1934 60 国際政治史
1935 18 法理学
1936 19 法理学
1936 20 社会思想史 中世Ⅱ
1938 21 中世社会思想史Ⅰ
1940 22 現代政治の諸形態
1940 23 法理学
1941 24 近代政治の諸型態
1941 25 国家思想史
1942 26 国家思想史Ⅱ
1942 27 社会学
1942-43 28 民族社会主義ノ思想ノ歴史的考察
1942 30 経済哲学
出所）大阪市立大学恒藤記念室編『大阪市立大学恒藤記念室所蔵資料目録（増補改訂
版）』2015 年、43-45 頁
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１．1941 年の大阪商大学則の改正にともなう科目名の変更
　　　　　──「社会思想史」から「国家思想史」へ──
　国立の総合大学以外に、公立、私立の単科大学の設置を認めた 1918 年制定の大学令は、大
阪市が大阪商科大学の設置へと歩みを進めていく機縁をあたえた。この大学令は当初、道府県
にのみ公立大学の設置を許可し、市による設置を認めていなかった。しかし、大阪市会と市当
局による粘り強い働きかけにより 1928 年に大学令の第５条が改正された結果、市立大学の設
置が可能になった。
　1918 年制定の旧大学令は第１条において、大学の目的を次のように定めている──「大学
は国家に須要なる学術の理論及応用を教授し並にその蘊
うんおう
奥を攻究するを以て目的とし兼て人格
の陶冶及国家思想の涵養に留意すべきものとす」。そして、上述した 1928 年の大学令改正を
受けて同年 3 月に創立された大阪商科大学の学則はその目的を、「商業に関する学術の理論及
ひ
ママ
応用を教授し並にその蘊奥を攻究し兼て学生の心身を鍛錬し人格を陶冶し国家有用の人材を
育成する」と規定した。この学則では、「国家に須要なる学術」や「国家思想の涵養」といっ
た大学令における国家志向の強い文言が取り除かれ、それに代えて「国家有用の人材を育成す
る」というやや希釈された表現が用いられている（2）。
　しかし、1931 年の満州事変以降、大学教育をふくむ日本の教育には「戦時下教育」とい
う考え方が浸透していった。そうした変化をあと押ししたのが、1937 年 12 月に設置されて
1941 年 10 月まで審議を続けた「教育審議会」であった。内閣総理大臣が統括する内閣の諮問
機関として設けられた同審議会はその答申を通じて、初等教育から高等教育にいたるまでの教
育内容において「皇国民の錬成」という目標を注入していった。この教育審議会が 1940 年 9
月に答申した「大学に関する要綱」は、大学令の第１条に関連して、「大学は国家に須要なる
学問の理論及び応用を教授し並に其の蘊奥を攻究し、常に皇国の道に基きて国家思想の涵養、
人格の陶冶に力
つと
むるを以て目的とすること」を説いた（3）。これは、大学令第１条の改正に匹敵
するものであった。「大学に関する要綱」では、1918 年の大学令にあった「兼て」という語が
削除されることにより「国家思想の涵養」が大学の主要な使命に格上げされるとともに、「皇
国の道」という文言が挿入された。
　この答申を受けて、1941 年 2 月には大阪商科大学学則もまた改正された。改正後の大学学
則第１条の文言は、「学部は大学令に依り商業に関する学術の理論及応用を教授し並に其の蘊
奥を攻究し併せて人格の陶冶及国家思想の涵養に努め以て負荷の大任に堪ふへ
ママ
き指導的人材を
養成するを目的とす」となった。つまり、教育審議会答申にある「皇国の道に基きて」という
───────────────────────────────────────────────
　（2）　『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』大阪市立大学、1987 年、111 頁。『大阪市立大学の歴史』大阪
市立大学、2011 年、57 - 58 頁。
　（3）　文部省『学制百年史（記述編）』帝国地方行政学会、1972 年、第四章。文部省『学制百年史（資料編）』
帝国地方行政学会、1972 年、587 頁。
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文言は盛り込まれなかったものの、旧学則にはなかった「国家思想の涵養」が目的として付け
加えられたのである。大学令の改正に匹敵する 1940 年の教育審議会答申をふまえて学則を変
更せざるをえなかったのは、帝国大学令に法的な根拠をもつ旧帝国
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大学ではなくて、1918 年
の大学令によって初めて認可された公立・私立の大学であった。1939 年から 42 年にかけて関
西の私立大学でも相次いで学則の改正が行なわれており、同志社、立命館、関西学院の 3 大学
では改正学則のなかに、判で押したかのように「教育に関する勅語の聖旨を奉体し」との文言
が挿入された。しかし、大阪商科大学と同様に学則のなかへ「国家思想の涵養」という語句を
盛り込んだ関西の私立大学は、管見のかぎりでは同志社大学のみである（4）。
　大阪商科大学における 1941 年の学則改正は、提供科目の大幅な変更をもたらした。「市政論」
「都市法制」「都市計画論」など、大阪商科大学の特色をなしていた市政科関係の主要科目のほ
とんどが姿を消し、それらに代えて「国防経済論」「配給組織論」「東亜経済論」といった戦時
統制経済や戦局にかかわる新科目が設けられた。さらに科目名の変更もかなり行なわれ、「経
済政策」は「統制経済論」に、「労働法」は「更生法」に変更された。とはいえ、そうした変
更は他の大学でも多かれ少なかれ見られたことである。新学則のなかにまで「国家思想の涵養」
という語句が盛り込まれた大阪商科大学に固有の事態は、「社会思想史」が「国家思想史」へ
と名称変更されたことであろう。しかも、かつての「社会思想史」は選択科目であったのに対
し、「国家思想史」は第 3 学年（最終学年）向けの必修科目となった。大阪商科大学の新学則
は 1941 年 4 月から施行された（5）。
　ところで、「社会思想史」という科目を大阪商科大学は、1929 年 4 月に学部を開設した際、
すでに設けていた（6）。これは、他の国公立大学や私立大学に先んじた措置であった。たとえば、
京都大学経済学部が「社会思想史」の講義を設けたのは敗戦後の 1946 年であったし（7）、新制
の一橋大学（旧東京商科大学）がその発足と同時に法学・社会学部に「社会思想史」の講座を
新設したのは 1949 年であった（8）。事情は私立大学でも同様であり、関西学院大学や関西大学
が「社会思想史」という科目を置いたのも、敗戦後に新制大学となったときであった（9）。したがっ
て他の大学では、1940 年の教育審議会答申にともない「社会思想史」を「国家思想史」に名
称変更することはありえなかった。なぜなら、それらの大学では 1940 年の時点においてそも
そも「社会思想史」という科目自体が存在しなかったからである。名称変更は、創立の当初か
ら「社会思想史」という科目を有し、かつまた 1941 年の学則改正によって「国家思想の涵養」
という目的を掲げるにいたった、大阪商科大学に特有の事情に起因している。学則改正の理由
───────────────────────────────────────────────
　（4）　1941年改正の同志社大学学則第１条。上野直蔵編『同志社百年史 資料編二』同志社、1979年、1379頁。
　（5）　前掲注 2)、『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』、189 頁以下。
　（6）　同上、119 頁。
　（7）　『京都大学七十年史』京都大学創立七十周年記念事業後援会、1967 年、416 頁。
　（8）　『一橋大学百二十年史』一橋大学、1995 年、203 頁。
　（9）　『関西学院大学経済学部五十年史』関西学院大学経済学部五十年史編集委員会、1984 年、52 頁以下。
『関西大学百年史 通史編 上巻』関西大学、1986 年、942 頁以下。
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について大阪商科大学は、「時局に関連し国家思想の涵養に重点を置き
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一般社会及経済情勢の
急速なる変化に適応せしむる為め〔中略〕学科目の種類及其の配当に適度の改正を加ふるの要
あるを認めたるに依る」（10）と説明している（傍点は引用者）。「社会思想史」から「国家思想史」
への名称変更と、それを選択科目から必修科目へと切り換えたことは、微細な変化であるよう
に見えながら、実際には、大阪商科大学が国策に迎合する意志をもつことを対外的に示す象徴
としての意味を有していたのかもしれない（11）。
　皮肉なことに、この改正学則と科目名変更のもとで 1941 年度に「国家思想史」の講義を担
当したのは恒藤恭であったと思われる。そして、この講義のための草稿を記したのが、恒藤記
念室に所蔵されている「国家思想史」および「国家思想史Ⅱ」という 2 冊の講義ノートである
ことも、ほぼ確実である。そのように推定する理由の第１は、１冊目の「国家思想史」の講義
ノートの表紙に恒藤自身の筆により「昭和 16 年　1941」と記され、2 冊目の「国家思想史Ⅱ」
の表紙には「1942」と記されている点である。第 2 に、大阪市立大学大学史資料室によって
翻刻が進められた 1941‐42 年の恒藤の日記から、彼が「国家思想史」の講義を行なったのは
非常勤講師として通っていた関西学院などの私学ではなく、大阪商科大学であったことが確認
できる（12）。1942 年 2 月 17 日（火）の恒藤の日記には、「思想史（七教室にかへる）終講」と
記され、3 月 10 日（火）には「国家思想史」の学期末試験で恒藤が「試験監督」を担当した
旨が記載されている（13）。
　本誌の今号に掲載されている「国家思想史」講義ノートの翻刻文からわかるとおり、この講
義の主題は「ドイツ観念論の国家思想」（第一篇の見出し）であり、1941 年のノート（以下、「41
年ノート」と略記）ではカントの法・国家思想が、42 年のノート（以下、「42 年ノート」と略記）
───────────────────────────────────────────────
（10）　前掲注 2）、『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』、189 頁。
（11）　この 1941 年の学則改正は、同年 4 月 4 日付の『大阪市広報』によって、第１条における目的の変
更と学年ごとの科目の配当をふくめてかなり詳しく告知されている。
（12）　恒藤恭の日記の 1941 年 4 月 15 日（火）の欄には「国家思想史開講」と記されており、これ以降、
毎週火曜日に「国家思想史」の講義を開いていたことが読み取れる。しかし、問題は、その講義を恒
藤がはたして他大学ではなく大阪商科大学で行なっていたのかどうかという点にある。この点につい
ては、1941 年の恒藤の日記における以下の記述から、件の講義が大阪商科大学で行なわれていたと
推定することができる。
　　「9 月 30 日（火）雨／ 10：22 で大阪へ。風月。／思想史（ドイツ観念論について　了）／ SEM（小谷）
／ 5：18 で帰洛」
　　「10 月 7 日（火）雨／ 10：22 で大阪へ／思想史（カント哲学の特色、実践哲学の中心思想）／ SEM（木
村　ハイデッガー）／ 5：18 で帰洛」
　　　上に掲げた日記文のなかの時刻は恒藤が乗車した列車の発車時刻を表わすものと思われ、「SEM」
は SEMINAR の略記であろう。そして、「SEM」のあとに出てくる「小谷」と「木村」はそれぞれ、
1941 年度に恒藤ゼミに所属し卒業論文を提出した大阪商科大学の学生である小谷吉穂と木村毅を指
しているのであろう。小谷の卒業論文の題目は「現実の論理『相対性の論理』」、木村のそれは「ハイデッ
ガー研究」であった。以上の事情から、恒藤は 1941 年度の学期中は毎週火曜日に大阪商科大学へ通い、
午後に「国家思想史」の講義とゼミナールを開講していたと推定される。
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ではヘーゲルのそれが論じられている。そして、恒藤はこの「国家思想史」講義と併行して、
道徳と法との関係に関するカントの見解を検討する論文を 1941‐42 年の『公法雑誌』に発表
している（14）。つまり、1930 年代の半ばにカントの実践哲学を咀嚼したうえで自分自身の法哲
学を世に問うていた恒藤が、1940 年代になってカントを検討しなおしているのである。この
事実は意外だという印象をあたえる。
　恒藤は、すでに 1933 年にカントの『人倫の形而上学第 2 部：法論の形而上学的基礎論』の
翻訳書を船田享二との共訳で公刊しており（15）、カントの法哲学への造詣についていえば当時
の日本で恒藤の右に出る者はいなかったと思われる。これに加えて、後述するように恒藤は
1930 年代に発表したもろもろの著作においてカントと近代自然法学説における個人主義的・
ブルジョア的限界をくり返し鋭利に指摘していた。その恒藤が 1940 年代に入ってカントの実
践哲学にあらためて集中的に取り組んでいるのはなぜだろうか。以下では、2 冊の講義ノート
に記されている「国家思想史」講義の内容を、公刊された恒藤の著作と突き合わせながら検討
していくけれども、そこでは、本稿の冒頭で提起した学生に対する恒藤のメッセージの問題と
ならんで、1940 年代の恒藤がカントに立ち返った理由を考えてみることにしたい。
２．講義ノートにおける「国家」概念の新しさ
　　──〈優越する全体的団体〉としての国家──
　恒藤は、1941 年度の「国家思想史」講義に先立って、国家を主題にした論文「国家の全体
性について」を 1938 年に『経済学雑誌』に連載している。恒藤が 41 年ノートの「緒論」で
提示している国家の概念の解明においては、この 1938 年の論文で論じられていたような全体
（つまりは国家）と部分（個人や諸組織）との関係の問題（すなわち国家の「全体性」の問題）
───────────────────────────────────────────────
（13）　ここには不可解な点が残っている。本文中で述べたとおり、大阪商科大学の「国家思想史」は最終
学年である第 3 学年向けに配当された必修科目であった。そして、1941 年 4 月から施行された同大
学の新学則のもとでは、単位を修得しておかなければ進級できない必修科目が学年別に細かく指定さ
れた。しかも、1941 年度の第 3 学年の学生は 1941 年 12 月に期末試験を受け、同月の 27 日にはこの
学年のための卒業式が行なわれている（前掲注 2、『大阪市立大学百年史 全学編 上巻』、190‐195 頁）。
それにもかかわらず、恒藤の日記によれば「国家思想史」講義は 1942 年 2 月 17 日まで続けられ、そ
の期末試験は同年 3 月 10 日に実施されている。42 年に入ってから行なわれた「国家思想史」講義には、
何らかの理由により卒業生が出席していたのだろうか。あるいは、「国家思想史」はなるほど第 3 学
年向けの科目として学則に定められていたが、実際には第 2 学年以下の学生もこの科目を履修するこ
とができたのだろうか。そして 42 年 3 月 10 日に行なわれた「国家思想史」の期末試験は、これを第
2 学年以下の学生が受験したのか。委細は不明である。
（14）　恒藤恭「道徳的義務と法的義務：道徳と法との関係についてのカントの学説の検討（一）～（三）」、『公
法雑誌』7 巻 10 号（1941 年）、7 巻 11 号（1941 年）、8 巻１号（1942 年）。なお、この論文の一部は、
恒藤の没後に出版された『法と道徳』（岩波書店、1969 年）に収録されているが、『法と道徳』には、『公
法雑誌』8 巻１号に掲載された「（三）」が収められていない。
（15）　I. カント著、恒藤恭／船田享二訳『法律哲学』岩波書店、1933 年。
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は扱われていない。しかしその一方で、41 年ノートの「緒論」では、1938 年の論文において
未解明になっていた点にまで踏み込んで論じているところも見いだされる。たとえば 1938 年
の論文では、「国家と政府とを同一視する学説、国家をもって統治者と被統治者との関係と視
る学説、国家と法秩序とを同一視する学説、等々はいづれも国家の本質を正しくとらへたもの
といふことをえない」と断定したうえで、「国家は団体の一種である」と規定されているけれ
ども（16）、国家を「団体」としてとらえることの含意は、この論文では一言も説明されていない。
そもそもこの論文は、「ヘーゲルの国家論」まで考察を施したあと、「主論」と題して恒藤自身
の国家概念を提示する予定であったと推測される（17）。ところが、同論文は実際には「トマス・
アクィナスの国家観」を論じたところで本文の叙述が終わっている（18）。
　それに対して、41 年ノートの「緒論」では 3 つの新しい論点が開陳されている。それは、
第１に国家の「客体的存在性格」と「主体的存在性格」との区別および統一という見方であり、
第 2 に〈治者と被治者を包括しながら、組織しつつ組織づけられる集団、すなわち団体〉とし
て国家をやや詳しく規定している点であり、第 3 に国家を他の「団体」から区別する指標として、
国家の 4 つの「優越性」が摘出されている点である。要するに、41 年ノートにおいて国家は〈優
越する全体的団体〉として把握されているといってよいだろう。
　上記の第１の論点についていえば、恒藤のいう国家の「客体的存在性格」とは国家の「領
土」や「統治組織もしくは支配機構」といった客観的な要素を指すのに対し、国家の「主体的
存在性格」とは「治者と被治者との間の統治‐服従の関係」に着目した国家の性格を指してい
る。恒藤は、これら２つの性格のいずれか一方のみを取りあげる見解を批判し、両方の性格を
視野に入れるときにのみ国家の存在性格は正しく把握されると説いている（19）。
　第 2 の論点である国家団体説は、国家の「主体的存在性格」を承認する学説の一部に見られ
───────────────────────────────────────────────
（16）　恒藤恭「国家の全体性について（一）」、『経済学雑誌』2 巻 4 号、1938 年、62（518）, 66（522）頁。
（17）　恒藤恭「国家の全体性について（二）」、『経済学雑誌』2 巻 5 号、1938 年、53（621）頁。
（18）　この論文の末尾の脚注には次のような断り書きが記されている──「はじめ予定していたところよ
りも長くなり過ぎたので、一応稿を了り、別の機会において残りの部分の論述を企てることとした」。
恒藤恭「国家の全体性について（四・完）」、『経済学雑誌』3 巻 3 号、1938 年、56（304）頁。
（19）　恒藤は、1932 年に『法学論叢』に連載した論文「法の本質とその把握方法」のなかで、国家と法
と政治という 3 つの「領域」がいずれも「全体社会」すなわち「歴史の世界」に属する構造をなすと
述べるとともに、国家は「全体社会」の「社会的・主体的連関」であるのに対し、法と政治は「文化
的・客観的秩序」であると規定している。その際、一方の「社会的・主体的連関」とは「諸人格的存
在者の社会的・主体的交渉」が織りあげる領域であり、他方の「文化的・客観的秩序」とは「個人の
主観的精神を超越して客観的に存立する諸種の文化的形象」の体系を意味している。それら 2 つの領
域または構造は恒藤によれば、「全体社会の構造上の二元性」をなしているのであって、両者を孤立
させること、あるいは逆に両者を区別しないことは、いずれも方法的に許されないのである（恒藤恭
「法の本質とその把握方法」、『法の基本問題』岩波書店、1936 年、103 頁以下）。恒藤のこうした分析
図式において、国家は「全体社会」の「主体的構造」のほうに位置づけられているわけであるが、こ
の点は、41 年ノートにおいて国家の「客体的存在性格」よりも「主体的存在性格」のほうが国家団
体説の定式化において重要視されていることと符合しているように見受けられる。
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る一面性を批判するという文脈のなかで提示される。すなわち、治者と被治者との関係という
国家の主体的存在性格において治者または被治者のいずれか一方のみをとらえる見解もやはり
一面的たらざるをえないという批判である。そうした批判に続いて、41 年ノートは次のよう
に述べている。
　
「国家は治者と被治者と、政府と人民とを併せ包容する社会集団であり、治者即ち政
府を形成する人々と被治者すなはち一般人民とは、一方では統治作用を行なふ者と之
を受ける者として互いにこ
マ
と
マ
なる地位に立つと同時に、他方では国家の構成員として
は同様の地位に立つのである。而して治者の活動を制約する統治組織は社会集団とし
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ての国家の一主要標識を成すものであり
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
、国家は組織する（20）又は組織づけられる社
会集団として、i.e. 団体として存在し活動するのである」（本誌今号、30 頁：傍点は
引用者）。
　上の引用文における、〈治者と被治者は国家の構成員としては同様の地位に立つ〉とか、あ
るいは〈統治組織は一面において治者の活動を制約する〉といった文言は、それぞれ民主制国
家または法治国家を指しているようにも見える。しかしながら、41 年ノートの「緒論」第一
節の議論は近代国家ではなくて国家一般を論じたものであるから、上のような文言を近代の民
主制国家や法治国家と無媒介に結びつけるのは早計であろう。上の文言の真意はむしろ、恒藤
が 1935 年から 36 年にかけて『公法雑誌』に連載した論文「法の本質」に見いだされる次の
１文と関連させることによって理解されうる。
「一定の地域を基礎として生活せる人々の間に、支配者の集団と被支配者の集団との
分化を生じ、前者が後者の抵抗を克服するに足るだけの武力をもちながら後者を支配
する処に、国家は存立するのであるから、支配者の被支配者に対する権力関係が国家
の存在の中核をかたちづくることは明かであるが、一方では、支配者集団その者
ママ
の内
部における秩序は法的規範によって制約されるのであり、他方では、支配者の権力は、
単なる武力のみによって成り立つものではなく、支配者が被支配者に向かって命令し
得る関係が法的規範によって承認されることによって初めて真に権力として成り立つ
のであって、国家は必ず法を具有しつつ存立する、と考へられるのである」（21）。
───────────────────────────────────────────────
（20）　本誌今号掲載の講義ノート翻刻文における脚注 3) でも記したとおり、「組織する」という個所は「組
織ある」と記されているようにも見える。もしかりに「組織ある」と記されているのなら、「組織ある」
と「組織づけられる」という語句はいずれも、本稿の本文中で述べる国家の原初的・潜在的な法治国
家性を表現していると考えられる。
（21）　恒藤恭『法の本質』岩波書店、1968 年、205 頁。
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　これは、M. ヴェーバーのいう支配の正当性、ことにその合法性の問題を指摘した１文であ
るといえる。国家における支配‐被支配の関係は、国家の成立の当初から一定の合法性によっ
て正当化されていなければならないと、恒藤は考えていたのである。換言するなら、近代国家
に限らずすべての国家は、それが単に暴力にもとづく支配 - 被支配関係を超える持続性を保
持しようと思えば、何ほどかの法治国家性を備えているはずだというわけである。そして、そ
うした原初的・潜在的な法治国家性は歴史の進展と社会生活の合理化のなかでしだいに向上し
ていき、近代の法治国家においてその成熟の域に達する（22）──「被支配者の社会的地位が向
上するに伴って、支配者も亦被支配者に対して義務を負ふこと、別言すれば、後者が前者に対
して権利を負ふことを定める法的規範が成立するに至り、国家も人民と同様に法の受規者とし
てあらはれることとなる」（23）。国家はいわば、支配者と被支配者との力関係に応じて法治国
家性を増大させていく歴史的動態として把握されている。
　第３の論点である、国家が他の「団体」に比して有する「優越性」について、恒藤はすでに
論文「法の本質」のなかで、「国家は他の諸々の主体に対して全く優越的な地位に立つものと
して現れるのであり、したがって立法者として、裁判者として、又は強制者として他のすべ
ての主体に優越して、自由にその機能をいとなみ得る」と指摘していた（24）。そこではしかし、
国家の優越性の根拠に関する立ち入った分析は見られなかった。それに比して 41 年ノートの
「緒論」第二節は国家の優越性を、①実力上の優越性、②法理上の優越性、③機能上の優越性、
④存在意義上の優越性の 4 つに分けて考察している。①～③の優越性について、恒藤は 41 年
ノートのなかで、「経験科学的立場」から見た場合に国家の存在を他の集団から区別する特色
であると述べている。それに対して④の存在意義上の優越性は、経験科学の立場よりも「一
そ
ママ
う高次の立場に立って」国家を考察する場合に現われてくる特色であるという。41 年ノー
トにおける恒藤の叙述からは、国家を経験科学的観点から考察するだけではそれの存在性格を
十全に把握することにはならないという趣旨が伝わってくる。
　①～③の優越性に関しては本誌今号所収の講義ノートの翻刻文を直に参照していただくとし
て、本稿では④の存在意義上の優越性について、想定されうる誤解を解いておくにとどめたい。
国家の存在意義上の優越性を、恒藤は 41 年ノートにおいて次のように説明している。
───────────────────────────────────────────────
（22）　恒藤は近代民主制国家と法治国家を、近代自然法学の「個人主義的社会観」の要請に沿う社会的合
理化の帰結として理解している。「資本主義的経済秩序をみとめながらも、市民の経済的活動に向っ
て種々の保護、干渉を行ふ態度をとるところの専制主義国家は、個人主義社会観の要請を満足するも
のではない。これを十分に満足し得る国家は、市民社会の経済秩序に向っては直接何らの関
ママ
渉をも為
すことなく、唯その存立のために必要なる法律秩序の維持と整備とを主たる任務とする国家でなけれ
ばならぬ。言ひかへると、社会生活合理化の過程はいはゆる法治国家の実現を俟ってはじめて成熟の
段階に到達し能ふのである」（同上、127 頁）。
（23）　同上、205 頁。
（24）　同上、214‐215 頁。
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「国家の存在意義上の優越性とは、社会的実践の観点から見て、国家の存在意義は国
家を構成する諸個人の存在意義又は国家の統制に服する種々の集団の存在意義に比べ
て一そ
ママ
う重いもの又はすぐれたるものであるという事柄を表明する概念である。国家
の存在意義の問題は又、国家の存在根拠の問題もしくは国家の存在目的の問題ともい
はれ得可く、この問題に関する諸見解、諸学説の対立は、国家観や世界観の上におけ
る対立を反映するものに他ならない」（本誌今号、32 頁）。
　上の引用文において恒藤はたしかに、国家の存在意義が他の集団や諸個人に比べて「すぐれ
たるものである」という事態をいったんは承認している。そして、個人の存在意義と国家のそ
れのいずれを重く見るかは「国家観や世界観の上における対立の反映」であるとも述べている。
この引用文だけを読むと、恒藤があたかも世界観上の国家至上主義を表明しているかのように
誤解されるかもしれない。
　なるほど恒藤は、尾高朝雄が『国家構造論』において提起した、国家の実在を扱う「国家学」
と理想の国家を論じる「国家哲学」との峻別（25）を、つまりは存在の認識と価値または当為の
認識との峻別を──尾高の名前をあえて伏せたまま──批判した（26）。そして、国家哲学はもっ
ぱら価値や当為のみを扱うのではなくて、「国家の実在的様相と価値的様相とを併せて考察し
ようとする態度をとるものである」と立言した。なぜなら恒藤によれば、「『国家として存在し
且つ国家としての機能をいとなむことにより、独自の価値を実現する』といふのも、現実の国
家について観取される根本的事実」なのであり、「国家の実在的様相と価値的様相とを比較す
れば、前者を基底として後者が成り立つといふやうな交互関係が二者の間に観取される」から
である。したがって、国家の価値的様相をさしあたり捨象して実在的な様相にのみ着眼する「国
家学」は「国家像（Staatsbild）」をあたえるのに対し、そうした「国家像」のうえに価値的様
相を加味することによって「国家観（Staatsauffassung）」をあたえるのが「国家哲学」にほか
ならない（27）。おそらくは、「国家思想史」の講義もまた「国家観」をあたえようとする試みの
一環をなすであろう。それは、国家の「存在意義」や「存在目的」の問題を等閑視してはなら
ないのである。
　そのことはしかし、所与の社会において広く共有されている「国家の存在意義」についての
理解を無批判に受容するべきだということを意味しない。
　国家がその実在的様相においてときに個人の権利や生命を犠牲にしつつおのれの意義または
価値を主張することは、歴史におけるありふれた事実である。国家のそうした「存在意義上の
───────────────────────────────────────────────
（25）　尾高朝雄『国家構造論』岩波書店、1936 年、7 頁以下。
（26）　恒藤、前掲注 16)、59（515）頁。
（27）　同上、59（515）-60（516）頁。なお、恒藤は尾高の『国家構造論』への書評を著わしており（恒藤恭「尾
高教授『国家構造論』」、『法律時報』9 巻 4 号、1937 年）、その書評の末尾では尾高の所説に対する一
定の「疑問」を表明してはいるものの、それの内容への立ち入った批判を避けている。
戦時下における恒藤恭の「国家思想史」講義 11
優越性」は解明を要する事実なのであって、その事実性を頭から否定してみたところで事態は
何も変わらない。「国家思想史」は、後述するような国家の「超個人主義的」側面から目をそ
らしてはならず、むしろそれと格闘しなければならない──これが、「国家の存在意義上の優
越性」という概念に恒藤の込めた含意であったと思われる。それは、恒藤のリアリストとして
の側面を映し出している。
３．「国家思想史」の方法に関する考察と戒め
　恒藤が 41 年ノートの「緒論」第三節のなかで「国家思想史」についてペダンティックとも
受けとられかねないような方法論上の考察をくり広げているのは、「社会思想史」から「国家
思想史」への名称変更を学生に対して正当化しなければならないという必要──この必要は
おそらく実際にあったであろう──に迫られていたということもさることながら、時代の課
した制度的制約のなかでおのれが行なうことの根拠を自分自身の良心に照らして見いだし彼な
りに納得を得ようとした模索の表われであるとも考えられる。
　この方法論的考察の末尾において、恒藤は大学令を引用しながら、「国家思想史」を教授す
ることの、またはそれを学ぶことの意義を説いているが、そこでは 1918 年の最初の大学令
の文言が引用されるにとどまっている。「皇国の道に基きて」という文言を大学令に挿入した
1940 年の教育審議会答申は、それの審議経過と結論を伝える新聞記事とおぼしき切り抜きが
ノートに張り付けられている（28）にもかかわらず、講義の草稿では言及されていない（写真１
───────────────────────────────────────────────
（28）　参考までに、講義ノートに張り付けられた新聞記事とおぼしきものの内容を以下に紹介する。
　　「　　　　　　　　　　　　　時代を反映し　大学令第一条修正さる
　　　新秩序建設の要請に基き教育審議会では四十数回の特別委員会を開き全教育部門にわたり改革案を
審議し、林博太郎委員長以下十五名の整理委員が大学制度を中心に特別委員会の意見を整理していた
が去る十一月二十九日の第六回整理委員会で問題の大令
マ
学
マ
〔大学令〕第一条の修正を発表した。
　　　去る二十二日第四回整理委員会席上で現行大学令第一条『大学は国家に須要なる学術の理論及応用
を教授し並にその蘊
うんおう
奥を攻究するを以て目的とし兼て人格の陶冶及国家思想の涵養に留意すべきもの
とす』を改め『大学は国体の本義を体して最高の教育をなし並に学術の蘊奥を攻究しもって国家有為
の人材を錬成すると共に我が国文化の進展に貢献するを目的とす』とするべきであるとする文部省幹
事案の提出をみた。之に対し一部委員は現行条文は十分大学の目的使命が国体の本義に基くものであ
ることを意味して居り之以上何等修正補足の要なしとし学術と教育を明確にするを目的とする『大学
は学術の蘊奥を攻究すること並に国家に須要なる学理及びその応用を教授し人格の陶冶、国家思想の
涵養に務め指導的人材を養成することを目的とする』の改正案を提出し更に『国体の本義を体し』は
不當これを『基き』に改めんとする折衷案の三案を審議の結果二十九日現行条文の趣旨を維持し又大
学における学術と教育の意義を明確にし且教育に於いて『皇国の道に基き』を付加し教育の基本的方
向を強調すべきであるとして別項の如く修正決定をみた。
改正大学令第一条
　　　大学は国家に須要なる学術の理論及応用を教授し並にその蘊奥を攻究し常に皇国の道に基きて国家
思想の涵養、人格の陶冶に務むべきものとす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
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参照）。すなわち、「国家思想」および「国家思想史」の意義は、もっぱら 1918 年の旧大学令
に則って論述されており、その論述のまさに左隣に張られた新聞記事が伝えている「皇国の道」
にもとづく新しい教育方針は無視されている。
　恒藤はしかも、大学で学ぶ者は「国家思想」をあくまで「学問的立場」から考察するべきだ
と説いている。
「この規定〔大学令第１条の規定〕にいはゆる『国家思想』とは、日本臣民たる者が
日本国家に関して常にもたねばならぬ思想を意味するのであり、従て一般に日本臣民
たる者は大学において学修すると否とを問はず、かかる意味における国家思想をもち
つつ国家生活に参
ママ
かる事が要求されるわけであるが、大学において学修する者に対し
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ては、この規定にいはゆる国家思想を涵養する上に特に学問的立場から工夫し努力す
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
る事が要求されるものと云ふべきである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（本誌今号、35 頁：傍点は引用者）。
　上の１文は、考察の対象となる所与の国家思想から距離をとって、それを批判的に吟味する
よう学生に諭しているようにも読める。これに類似する忠告を、恒藤は 1938 年の論文「国家
の全体性について」のなかでもあたえている（29）。つまり、41 年ノートにおける恒藤の戒めは、
一般社会や論壇はおろか学会においてすら「国家」や「日本臣民」に関する勇ましい言説が飛
び交っているなかにあったからこそ、1918 年の旧大学令の文言にかこつけて、敢えて「国家」
に対する冷静な分析の必要性を学生に訴えかけたものと受けとめられうる。
（写真１）　大学令の修正を伝える新聞記事らしきものの
切り抜きが張り付けられた 41 年ノートのページ
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４．カントにおける「個人主義」と「超個人主義」
　41 年ノートの第二章は、カントの法哲学および国家理論の検討にあてられている。41 年ノー
トでも 42 年ノートでも、恒藤はカントまたはヘーゲルの見解を紹介・解説することに徹して
いて、それらの見解に対する恒藤自身の態度表明を極力控えている。それでもなお、41 年ノー
トの第二章ではカントの「個人主義」に対する恒藤の批判的な評価を看取することができる。
ちなみに、「個人主義的国家観」と「超個人主義的国家観」という二分法は、以下の引用文に
示されているように、恒藤が国家思想の歴史を整理するうえで用いる座標軸をなしている。
　
「国家と個人との関係の問題も、主として国家哲学的問題として考察され来つたので
あり、ことに『国家はそれ自身としての存在意義を有するか、又は個人の存在のため
に役立つものとしてのみ国家の存在意義は肯定され得るか』といふ論点を中心として、
国家のそれ自身としての意義を肯定する超個人主義的国家観と、これに反対の見解を
とる個人主義的国家観とが鋭く対立した。〔中略〕国家の全体性をみとめる上において、
超個人主義的国家観をいだく人々が甚だ積極的な態度をとるのに反して、個人主義的
国家観をいだく人々は消極的な態度に傾くのであり、あだ
ママ
かも『森の中の一つ一つの
樹木に目を注ぐ者は全体としての森を見ない』といはれるやうに、国民たる個人を重
く視るために、ややともすれば全体としての国家の存在を見うしないがちである」（30）。
　講義ノートのなかでは語っていないが、恒藤は当時、近代自然法学説は基本的に 18 世紀末
をもってその歴史的役割を終えたと解釈し、この学説に見いだされる個人主義的・ブルジョア
的性格と法の有する歴史性への無理解とに対して、1930 年代からからすでに鋭い批判を投げ
かけていた（31）。そして彼は、自然法思想の完成者かつ超克者としてカントを位置づけている（32）。
───────────────────────────────────────────────
（29）　「人々が国家の全体性に関係のある事柄について論ずるときに、国家の全体性の何たるかについて
の明確な認識を欠いだ
ママ
ままに、無造作に論じている場合がすくなくない。しかも、ひとり一般社会の
人々がさうであるばかりでなく、学会の人々が学問上の議論をなすときにおいても、おなじやうな態
度を示す場合がまれでないやうに見受けられる。おもふに、我々は国家の全体性について何ほどか常
識的理解を所有しているのが普通であるから、国家の全体性の何たるかについて反省し、考究するこ
とを試みないとしても、国家の全体性に触れた言説をなす上にさまで不便を感ぜぬわけである。しか
しながら、学問上の立場から国家の全体性に関した事柄が取り扱はれ、さまざまの主張が立てられる
場合には、国家の全体性についての明確なる学問的理解にもとづいて立論するといふ態度が、当然に
要求される」（恒藤、前掲注 16、50（506）頁）。
（30）　同上、62（518）頁以下。
（31）　「かれら〔自然法学者たち〕は、一切の社会的、歴史的制約から超越して孤立的に存在する個人の
概念から出発して、諸種の文化的及び社会的事物の本質を究明しようとしたのであって、すべての文
化的、社会的事物は、最も単純な自然的成素から人為的につくり出されるものと説いた」（恒藤恭『哲
学と法律学との交渉』岩波書店、1933 年、36 頁）。
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　そのため恒藤は、19 世紀のドイツにおいて歴史法学派が演じた役割に、自然法思想の没歴
史性と対比しながら一定の意義を認めている（33）。恒藤は個人を、歴史的・社会的制約を負っ
た存在者として把握しているのであり、法もまた歴史的・社会的生成物として理解されている。
しかし、彼はむろん歴史法学における「民族精神」概念の形而上学的性格を受け入れない。む
しろ、歴史法学派との対比においてはヘーゲルの国家概念のほうを高く評価する（34）とともに、
法と道徳または自由とのあいだに一見すると架橋できないような断絶を設けたカントを批判し
つつ法の概念を展開したヘーゲルの意義を、一応は承認する。たとえば、42 年ノートではこ
う述べられている。
　
「Kant の見解においては法と自由とは互ひにこ
マ
と
マ
なるものとして考へられ、法は個人
の意欲を制限する事により自由を可能ならしめるものであるとされているのであるが、
Hegel の見解においては法は自由なる意志の定在であり、自由なる意志が客観的事実
として顕現せるものに他ならない」（本誌今号、54 頁）。
　上の引用文において恒藤はヘーゲルの法の概念に対する評価を明示的に語ってはいないが、
カントにおける法と道徳、法と自由との二元論に対して恒藤が多くの著作でくり返し批判を表
明しているところからして、ヘーゲルの法哲学に一定の意義を見いだしていたと思われる。
　ヘーゲルへのそうした肯定的評価は、1933 年に公刊された『哲学と法律学との交渉』にも
すでに読み取ることができる（35）し、42 年ノートには次のようなメモ書きが見られる。
　
───────────────────────────────────────────────
（32）　「一般にカントは啓蒙哲学の完成者たると同時に、その克服者である、と云はれているが、法律哲
学の方面でも、自然法学の立場を超えて前進している一面と、自然法学の立場に留って、自然法学的
思索にふけっている一面とを有する」（同上、61 頁）。
（33）　「総じて歴史法学の場合について見るに、サヴィニーやプフタの学説の中心をかたちづくる法源の
理論は、従来自然法学者たちが啓蒙的合理主義の立場から思弁的方法に訴えて法的世界観を展開した
のとはちがって、法の歴史的・社会的形相の経験的考察にもとづいて法学的世界像を構成するための
よすがを提供したものと視られ得べく、後にいたってシュタムラーなどが歴史法学の学説に対し新カ
ント学派の立場から加へた批判は、さうした方向における該学説の学問的意義に対してはまったく理
解を欠いているものであった」（恒藤恭「歴史法学と歴史派経済学」、『経済学雑誌』5 巻 2 号、1939 年、
33（141）頁）。
（34）　「彼〔C.F. サヴィニー〕は単に民族の一員としての個人とかれの属する民族との関係から歴史にお
ける必然と自由との問題をとり扱ふに過ぎず、民族の内面において個人のもつ階級的地位については
深く考慮することをしない。だから、民族そのものも亦単に有機的、精神的全体として思惟され、そ
の合目的的発展の必然性が、ナイーヴに、独断的に前提されて居る〔中略〕。これらの点については、
歴史法学の意味における民族精神の概念が、合理主義的性格をもつ法の本質を明かにし得るものでは
ないといふ批評を加へて、これに代へるに国家の概念をもってす可きことを主張したヘーゲルの客観
的精神の哲学は、はるかに進んだ立場から『歴史における必然と自由』の問題の解決を企てたもの」
である（恒藤、前掲注 31、71 頁）。
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「この〔カントの〕倫理学の〔中略〕道徳的理想の純粋性は、一切の倫理的決定の
内容上の問題を不問に付する事をともなふ。ideales Postulat〔理想的要請〕として、
それはその時々にそれにより捉へられる Sphäre〔領域〕の特性にそぐわないのであり、
歴史的実在に対しよそよそしく立つのである。〔中略〕
　先づ彼〔ヘーゲル〕は、Legalität〔合法性〕と Moralität〔道徳性〕とのするどい
分離に反対する。それは先づ、個人の道徳的自由の根本原理に対する Untreue〔不誠実〕
をい
マ
み
マ
するのみならず、それをば明白に否定するものである。〔中略〕自由と必然との、
moralische Selbstbestimmung〔道徳的自己決定〕と法的強制との望ましき宥和は、こ
こでは不可能たらざるをえない。何となれば、この〔カントの〕説の個人主義的出発
点にとっては、sittliche Verhältnisse〔人倫的諸関係〕一般の内容上の特定性のかた
はらに、全体としての道徳の世界の直観はこ
マ
ば
マ
まれるからである」。
　上に引用した文章はおそらく、ドイツ語のある文献からの恒藤による引用・翻訳文であって、
恒藤自身が著した文章ではない（36）。しかしながら、ここに記されている思想内容、ことに合
法性と道徳性とを区別しながらも、前者を後者によって下支えしようとする態度は、恒藤自身
の態度でもあった。恒藤は、法‐権利と道徳性とを統一しようとするヘーゲルの「人倫」概念
のなかに、カントの個人主義的・主観主義的道徳観を乗り越える可能性を見いだしたのである。
　ところが 41 年ノートでは、ヘーゲルによるカントへの批判以来「独我論」だと決めつけら
れることの多いカントの実践哲学のなかに「超個人的」な契機を看て取る独特の解釈が、以下
のように披瀝されている。
「国家の存在は、実践理性の先天的要請に依って承認されるといふのが、Kant の根本
見解である。それは、どこまでも個人的意志の自律の立場に即して国家の存在根拠を
説明するものである点から見れば、個人主義的国家思想たるものと云はざるをえない
けれど、決して経験的個人の特殊的意志の中に国家の存在根拠を求めんとするもので
はなく、普遍的
4 4 4
・超個人的理性によって規定される個人の意志の Idee から出発して
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4444 4 4 4 4 4 4
───────────────────────────────────────────────
（35）　「資本主義の生長期及び成熟期に対応する純個人主義的法律秩序を根拠づける理論としての自然法
学説の諸原理は、カントによって高度の哲学的精錬を与へられたが、ヘーゲルの法律哲学は早くも
衰頽期資本主義の前兆を認識しつつ形成されたのであって、カントの個人主義的立場を否定せる超個
人主義的立場に立脚せるものであった。すなはち、カントによってその革命的性格を否定された自然
法学説は、更にヘーゲルによってその個人主義的、保守的性格を否定され、超個人主義的立場におい
て国家及び法律秩序を根拠づける理論にまで転化したわけであるが、ヘーゲル哲学を支配する弁証法
的論理は、彼の法律哲学の超個人主義的保守的立場の否定をもたらす可き歴史的必然性を伴ふもので
あった」（同上、58 - 59 頁）。
（36）　筆者がこのように推定したのは、42 年ノートにおいて件の引用文が記されている箇所の冒頭に
「S.13」という具合にドイツ語の文献のページ数を示す略記が付されているからである。しかし、筆
者はこのドイツ語文献を特定することができなかった。
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個人が国家の構成に参加す可き先天的理由を説明するものであり、かかる意味におい
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て超個人的国家観への傾向を内含するものと云ひえられるであらう
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（本誌今号、50
頁：傍点は引用者）。
　このユニークなカント解釈を、恒藤は公刊された著作では単に暗示するにとどめている（37）。
カントの実践哲学を「独我論」だと決めつける傾向への異議申し立ては近年のドイツ観念論研
究に見られるようになっているが（38）、上記の恒藤の解釈は、カントに相互主観性の萌芽を見
いだすところにまで達してはいないにしても、根強い歴史的偏見にとらわれることのない恒藤
の透徹したカント読解の先見性を物語っている。
　とはいえ、「超個人主義」に対する恒藤の積極的な意義づけは、あくまで法哲学の方法論の
次元に位置する態度（方法論的超個人主義）であって、国家または民族に対する個々人の没我
的献身または帰依を意味するものではない。彼は、──ヘーゲルの見解について誤解を招き
そうな言葉づかいではあるが──「国民社会」と「国家」とを同一視するヘーゲルの国家論
に対して 41 年ノートのなかで次のような批判的なコメントを施している。
　
「国民社会と国家とを同一視する見解は、Hegel 及 Hegel 風の国家哲学的立場をとる
学者たちの主張する所であるが、国家はかかる国民社会を代表する地位に立つもので
あるけれど、直ちにそれと一致するものではない」（本誌今号、31 頁）。
　ヘーゲルに対する上のような批判は、国家と市民社会とをヘーゲルが『法の哲学要綱』にお
いて思想史上初めて体系的に区別したという常識的な理解に反しているように見える。むろん、
恒藤はそのような常識をあえて覆そうとしているのではなかろう。彼はむしろ、「国民社会」
が不可避的に帯びざるをえない階級的性格を捨象して、国家を普遍者として位置づけるヘーゲ
ルの見解が、「歴史的現実を歪曲」していることを指摘しているのだと推定される（39）。41 年ノー
トからの上の引用文と重なりあうところの多いヘーゲル批判を、恒藤は『法の基本問題』（1936
年）でも提示しており、そこでは、ヘーゲルによる「国家」と「全体社会」（つまりは歴史的世界）
との同一視が「社会の歴史的発展の過程」を「絶対的理念の弁証法的発展の過程」として描き
───────────────────────────────────────────────
（37）　たとえば、次の１文は「超個人的理性」の重視をドイツ観念論に共通する傾向として指摘してはい
るものの、カントの実践哲学にとくに言及するものではない──「超個人的理性の立場から出発して、
哲学的思索に課せられた一切の問題の解決を企てむとする態度は、ドイツ観念論の人々において共通
に観取されるところである」（恒藤、前掲注 14、「道徳的義務と法的義務（一）」、3 頁）。
（38）　カントの実践哲学における相互主観的な構えを剔抉しようとした研究書として、高田純『実践と相
互人格性』（北海道大学図書刊行会、1997 年）がある。
（39）　「法律の資本主義的性格を肯定したままに、道徳の立場と法律の立場とを止揚する国家の具体的普
遍性を説くヘーゲルの見解は、反って〔つまりはカント以上に〕、歴史的現実を歪曲する観念論的構
想をほしいままにするものではあるまいか」（恒藤、前掲注 31、63 頁）。
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出すことにより、「現実の社会における諸階級間の及び諸政党間の烈しき闘争に対して目を蔽
ふ」ものであると指弾されている（40）。
　
５．カントにおける「道徳的人格」と「法的人格」との区別および連関
　
　思うに、戦時下の恒藤は、カントの「人格」の理念に対して、それのはらむ個人主義的・ブルジョ
ア的性格という限界を鋭く指摘しながらもなお、こだわりの念を禁じえなかった。1933 年に
出版された『哲学と法律学との交渉』のなかで、恒藤はすでに次のように述べている。
　
「カントは、初期資本主義の市民階級的道徳意識をそのまま肯定して居り、彼の倫理
学説の全体系を支へる『道徳的人格』の理念は、一面には彼の形而上学的見解及び宗
教的信仰に深く根ざしているものの、他面には『等価的交換関係によって支配される
商品生産社会の原子としての法律的人格』の諸特徴を想ひ起させるやうな性格を荷っ
ている。道徳的人格の発現を意味する『道徳性』（Moralität）の立場と、法律的人格
の活動を特色づける『合法性』（Legalität）の立場とは、互ひに鋭く対立せしめられ
ているけれど、反面から見れば、二者は表裏相即してつながり合ふものであり、外面
的なる法律生活における相互的権利尊重の態度と、内面的道徳生活における道徳法則
畏敬の意識とは、互ひに他を俟って十全なる倫理的意義を有し得るものと考へられて
いる」（41）。
　上の引用文での用語法に関しては、少しばかり注意が必要である。『法的人格者の理論』に
見られるように、恒藤は敗戦までの著作においては、ドイツ語の Person に「人格者」という
訳語を、Persönlichkeit に「人格」という訳語をあてている。今日では一般に、前者は「人格」、
後者は「人格性」と訳されることが多いし、恒藤も敗戦後の著作ではこの一般に流布した訳語
を採用している場合がある（42）。
　それはともかく、上の引用文は、──カントのブルジョア的・個人主義的限界に対する批
判が盛り込まれているせいで趣旨が理解しにくくなっているけれども──カントが「自然法
学の立場を超えて前進している一面」を指摘するという文脈のなかに置かれている（43）。それは、
カントがヘーゲルの「人倫」の立場に接近していることを示唆するものである。『哲学と法律
学との交渉』のなかに見いだされる次の１文は、「人倫」概念への接近を恒藤がカントのなか
に読み込んでいる様子を浮き彫りにしている。
───────────────────────────────────────────────
（40）　恒藤、前掲注 19)、113 - 116 頁。
（41）　恒藤、前掲注 31)、62 - 63 頁。
（42）　たとえば、1963 年に最初の版が出た論文「個人の尊厳」においては、今日の一般的な訳語が使わ
れている。恒藤恭「個人の尊厳」、同著『法の精神』岩波書店、1969 年、190 頁。
（43）　恒藤、前掲注 31)、61 頁。
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「断言命令〔今日の一般的な訳語では「定言命法」〕は感性的自我に対する超感性的自
我の要求に他ならぬのと照応して、国家の法律は国家主権の分享者としての市民が国
家主権の客体としての市民に課する拘束に他ならない。実に、断言命令はあらゆる経
験的諸制約を超えて妥当する絶対的当為たるのであり、之を相対化して経験的諸制約
に適合せしめるものは国家の法律である。各人は純粋に自発的にこれを遵守すること
により道徳性のけだかい立場に生きることが出来るが、感性的動機によりこれを遵守
しつつ行為する限りでは、合法性の低調なる立場に終始せざるを得ない」（44）。
───────────────────────────────────────────────
（44）　恒藤、前掲注 31)、62 頁。
（45）　カントによれば、「義務というものはみな、法則による強制の概念を含んでいる。しかも、倫理的
義務なら、それに対しては内的立法だけが可能な強制を、それに反し、法の義務なら、それに対し
ては外的立法も可能な強制を含んでいる。したがって、どちらの義務のうちにも、強要──自己強
要であれあるいは他人を通しての強要であれ──という概念がこもっているのであって、その場合、
前者の道徳的能力を徳とよびうるからには、このような心術（法則に対する尊敬）から起こってく
る行為は、徳行（倫理的）とよぶことができる、その法則が法の義務を表わすにしても
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
」（I. カント
著、森口美都男／佐藤全弘訳「人倫の形而上学第二部 徳論の形而上学的基礎論」、『世界の名著 39 カ
ント』中央公論社、1979 年、549 頁、傍点は引用者）。この箇所においてカントは、恒藤が主張する
とおり、徳の義務が法の義務の遵守を動機づけうることを示唆している。つまりカントによれば、徳
義務と法義務はそれぞれの妥当の根拠において厳密に区別されなければならないが、両者は互いに補
いあわなければならないのである。恒藤はまた、1923 年に発表した論文「自律の法理的意義」にお
いて、ルソーの（『社会契約論』における）一般意志にもとづく立法とカントの（『人倫の形而上学の
基礎づけ』における）「諸目的の国」での道徳的立法とを比較検討したうえで、次のように論定する
──「各構成員が悉
ことごと
く立法者たる資格を有すると同時に、自己の制定する法の服従者たる地位に立つ
といふことによって、すべての構成員に対し真正の自由を確保するところの統一的団体の成立が可能
　　とされるといふ構想は、ルソー並びにカントの学説を通じてひとしく観取される所である。〔中略〕
国家を構成する個人が洩れなく主権者たる資格を帯びるならば、彼等は自己の意思に反する如何なる
法をも遵奉せしめられる事なく、臣民たる資格において国家の法に服従するとき、彼等は完全なる自
律の境地に立つものと言はねばならぬ。斯くて一切の個人が受法者たると同時に立法者たる民主的国
家の様相こそは、真正なる自由に生きむとする者の生活の典型を示すものと考へられるわけである」
（恒藤恭「自律の法理的意義」、『法律の生命』岩波書店、1927 年、300-301 頁）。結局、カントが『実
践理性批判』において「道徳法則とそれに適う義務との唯一の原理」であると述べた「意志の自律」は、
けっして狭義の道徳の領域にのみあてはまるのではなく、カントの法論の基礎にも横たわっていると、
恒藤は解釈するのである──「『道徳の形而上学』における、右の如き解釈と矛盾するやうな種々の
所説にも拘らず、自律の原理を道徳の基礎となすカントの精神は、彼の Rechtslehre の根底に流れて
いると、思惟されるのである」（同上、307 頁）。むろん、1923 年のこの論文は、恒藤がまだカントお
よび新カント派の影響下にあった時代の作品であり、「純粋法律意識」が「経験的法律意識」に対して「先
験的制約を提示する」という、カント流の図式がなお見いだされることは、断っておかねばならない。
　　　恒藤はその後、新カント派の立場から離れることによって、「先験的規範」よりむしろ「経験的規
範こそは本来の意味において規範とよばれるべきであるといふ見解」をとるにいたる（恒藤、前掲注
19、２頁）。しかし、だからといって、彼が「自律」の理念を、言い換えれば民主主義的自己立法の
理念をも放棄したといえるであろうか。答えはおそらく否である。なぜなら、恒藤は『法の基本問題』
における上の引用箇所に続けて、次のように述べているからである──「前後を通じて
4 4 4 4 4 4
私は『意志に
よって定立されることは規範の本質に属する』という意見をとっている」（同上、２‐３頁）。
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　上の１文は、カントが J.-J. ルソーに由来する民主主義的自己立法の概念に依拠して、理想
的な民主共和制における「道徳性」と「合法性」との調和を説いたことを示唆したしたもので
あり、カントの解釈論として十分に正当なものである（45）。
６．定言命法の第２定式に込められた恒藤のメッセージ
　恒藤はさらに、アリストテレス以来の伝統的な倫理学が「徳」の概念を中心に組み立てられ
ているのに対し、カントは「人格の尊重」という「義務」を中心にして道徳哲学を構築したと
して、1941 年の論文「道徳的義務と法的義務」において次のように指摘している。
「徳の概念を中心として道徳哲学の理論を打ち立てる態度をすてて、その代りに義務
の概念を中心として道徳哲学の理論を打ち立てる方法的態度をはじめて充分につらぬ
くことによって、道徳哲学の歴史に新しい時期を劃したのはカントであった」（46）。
「カントは、あらゆる人間に普遍的にそなはっている人格の故に、他者と交渉するに
當り、単にこれを手段として取りあつかふことなく、常に同時に目的自体として取り
あつかふべきことが、道徳法則の根本的要素たることを論じているが、そのやうに何
ものにもまさって人格の尊重といふことを道徳の第一義としてみとめる思想は、『愛
の倫理』（Ethik der Liebe）または『力の倫理』（Ethik der Macht）に対して『権利
の倫理』（Ethik des Rechts）を主張するものと視られ得るのである」（47）。
　カントの道徳哲学に対する「権利の倫理」という特徴づけは、恒藤自身によるものではなく、
彼がこの論文の脚注で挙げている W. メッツガーの著書に依拠したものである（48）。しかし、た
とえそうだとしても、自己ならびに他者の権利を尊重しようとする態度にまで徳を還元しよう
とするカントの立場（49）を、恒藤は鋭敏に読み取っている。そうであるがゆえに、恒藤はこの
戦争の時代における講義のなかでもあえて、各人の人格における人間性の尊厳に関するカント
の思想を学生に語ったのであろう。41 年ノートの第二章第六節の最終段落において、彼は次
のように述べている。
───────────────────────────────────────────────
（46）　恒藤、前掲注 14)、「道徳的義務と法的義務（二）」、７頁。
（47）　同上、33 頁。
（48）　Wilhelm Metzger, Gesellschaft, Recht und Staat in der Ethik des deutschen Idealismus, Heidelberg 1917, 
S.21. メッツガーは次のように述べている──「われわれが本書の緒論において、超自然主義的な愛
の倫理ならびに自然主義的な力の倫理に対して理性 - 権利の倫理として特徴づけておいた倫理の類型
を、カントほど純粋に、ことさら理想的に、しかしながらまた一面的に主張した者はまれにしか、あ
るいはむしろけっしていなかった」（ebd., S.56）。
（49）　カントによれば、「徳とは、その義務に従うに当たっての人間の格率の強さ」であり、「人間の権利（das 
Recht der Menschen）を神聖に保つことを命じうるものは、徳論である」（カント、前掲注 45、549 頁）。
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「Kant の見解によれば、各人は自己及他人における人間性を尊重し、之を単に手段と
してではなく常に同時に目的として取扱ふやうな仕方で行為する事を要するのである
が、かかる実践理性の要請と照応して各人は自己における人間性を尊重し、自己を単
に手段として使用するやうな仕方で行為せざる可き事を他者に対して要求し能ふので
あり、従て自己の外的自由を妨碍するやうな他者の行為又は態度に向かって、かかる
要求を強制を用いて貫徹し得るものと認められるのである」（本誌今号、48 頁）。
　
　上の引用文における「各人は自己及他人における人間性を尊重し、之を単に手段としてでは
なく常に同時に目的として取扱ふやうな仕方で行為する事を要する」という件
くだり
は、カントが『人
倫の形而上学の基礎づけ』において提示した「定言命法」の第２定式と呼びならわされてい
るものである（50）。カントによれば、「物件（Sache）」は手段としての相対的な価値しかもたず、
等しい価値に応じて交換の可能なものであるのに対し、「人格（Person）」は道徳法則を動機
にしつつ行為することのできる「理性的存在者」であるから、これを単に手段として扱うこと
は許されず、同時に目的自体とみなされなければならない。「人格」は、他と取り換えのきかぬ、
かけがえのない存在者であり、尊敬の対象としての「絶対的価値」を、つまりは「尊厳」を有
する。
　カントの定言命法の第２定式は、「自己」と「他人」の両方の「人間性」を尊重するよう命
じている。それに対して、41 年ノートの上の引用文の後半で恒藤が語っているのはもっぱら「自
己における人間性の尊重」である。カントは、『純粋理性批判』初版の公刊（1781 年）以前に
ケーニヒスベルク大学で行なった『倫理学講義』において、「自己自身に対する義務」は「あ
らゆる義務のなかで最も重要なもの」であり、「そのもとで他人に対する義務が遵奉されうる
条件」であると述べている（51）が、「自己における
4 4 4 4 4 4
人間性の尊重」を強調する恒藤の講義ノート
の言葉は、あたかも前批判期におけるカントの考え方を思わせるところがある（52）。しかも 41
年ノートからの上の引用文においては、単に手段として使用する目的で「自己」の外的自由を
束縛しようとする他者の行為を「強制」によって排除してよいと、恒藤はカントの「法」の概
念を敷衍しつつ語っている。周知のとおり、カントは『永遠平和のために』の「第 3 予備条項」
において、「人を殺したり人に殺されたりするために雇われることは、人間が単なる機械や道
具としてほかのものの（国家の）手で使用されることをふくんでいると思われるが、こうした
使用は、われわれ自身の人格における人間性の権利とおよそ調和しないであろう」と述べた（53）
───────────────────────────────────────────────
（50）　念のため、定言命法の第 2 定式を引用しておく──「汝の人格のなかにも他のすべての人格のなか
にもある人間性を、汝がいつも同時に目的として用い、けっして単に手段としてのみ用いない、とい
うようなふうに行為せよ」（I. カント著、野田又夫訳「人倫の形而上学の基礎づけ」、『世界の名著 39 
カント』中央公論社、1979 年、274 頁）。
（51）　I. カント著、小西國夫／永野ミツ子訳『カントの倫理学講義』三修社、1968 年、152 頁。
（52）　P. メンツァーの編集により 1924 年に初めて原著が出版されたカントの『倫理学講義』ノートを恒
藤が読んでいたかどうかは、筆者にはわからない。
戦時下における恒藤恭の「国家思想史」講義 21
が、講義における恒藤の言葉はこのカントの主張を想起させる。なるほど恒藤は講義において
カントの見解を紹介するにとどめ、彼自身のコメントを一切挟んでいないけれども、そこに学
生たちへの彼のメッセージを読み取ることはできないであろうか（54）。
　恒藤の日記から判断するに、定言命法の第 2 定式に関する講義を彼は 1942 年１月 13 日に
行なっている。1941 年の後半から 42 年の初めころまでの彼の日記に目を通すと、彼自身の
周辺では母の死があっただけでなく、息子や教え子たちが戦争にのみこまれていくことの予
兆が記載されている。ことに重要なのは、恒藤の日記によると、1941 年 10 月 31 日の大阪商
科大学教授会において「徴兵令改正」と「学年くりあげ」の問題が議論されていることであ
る。すなわち、1941 年 10 月の徴兵令改正により、大学の卒業に要する期間が 3 カ月短縮され、
1941 年度卒業予定の学生に対しては 12 月に臨時徴兵検査が実施されたうえで、その合格者を
1942 年 2 月に軍隊へ入隊させることになった。学生を戦地へ送り出さなければならない日が
近いことを、恒藤は感じはじめていたであろう。学生たちもまた、1940 年に大阪商科大学を
卒業した恒藤のゼミ生である山崎時彦が自らの学生時代を回想しつつ語っているように、「卒
業‐入営‐一期訓練‐出征（‐戦死）」という「連鎖」（55）を思い描き、煩悶していたに相違ない。
その学生たちは、「暗い時代に灯を求める」（56）という思いで恒藤の講義に耳を傾けていたので
はなかろうか。先述したように「国家思想史」は第 3 学年（最終学年）に配当された科目で
あるから、その受講生のほとんどは 1941 年 12 月に卒業し 42 年 2 月に入隊することになって
いたはずである。1941 年 12 月に卒業したはずの学生たちが、定言命法について恒藤が語った
42 年１月 13 日の講義に出席しえたのか否かは、残念ながら判明しない。いずれにせよ、この
日の講義における定言命法の第 2 定式への恒藤の言及は、「国家の道具として死ぬことがあっ
てはならぬ」という学生への秘められたメッセージであったようにも思えるのである。
　大阪市立大学恒藤記念室には、対米英開戦から間もない 1941 年 12 月 22 日に恒藤とそのゼ
ミ生を撮影した一葉の写真が残されている（写真 2 参照）。写っているゼミ生は卒業（と入隊）
を控えた学生であった。写真の裏には、学生１人ひとりの氏名が恒藤自身の筆で記入されてい
る。恒藤の日記によれば、この日の天気は曇りだったようだが、卒業写真であるにもかかわら
ず、晴れやかな感じは伺われない。恒藤は、写真撮影後の「送別会」には出席していない。
───────────────────────────────────────────────
（53）　I. カント著、宇都宮芳明訳『永遠平和のために』岩波文庫、1985 年、17 頁。
（54）　1942 年に公刊された「道徳的義務と法的義務（三・完）」の末尾の１文でも、恒藤はやはり定言命
法の第２定式に言及している──「有限的理性者としての人間について見れば、自己ならびに一切の
他人における人格（Persönlichkeit）を常に同時に目的として使用し、決して単に手段として使用せ
ぬやうに行為すべきことが、最も基本的な義務として各人に課せられるのである」（恒藤、前掲注 14、「道
徳的義務と法的義務（三・完）」、17 頁）。残念ながら、この論文で恒藤は「断言命法」の第２定式を
紹介するにとどめており、それに関する彼自身の見解を語ってはいない。
（55）　山崎時彦『早春腥風』未来社、1991 年、124 頁。
（56）　「暗い時代に灯を求める」という言葉は、1941 年に大阪商科大学を卒業した田中圭が、学生の企画
により開催された「恒藤恭教授を囲む座談会」に参加した学生たちの心情を表現したものである。田
中圭「暗い谷間の挿話」、『有恒会報』96 号、1981 年、32 頁。
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７．「個人の尊厳」の発見へ
　たしかに、恒藤がカントの道徳哲学を検討する以上、1941 年の講義において彼が「人格の
尊厳」に論及することは当然の成り行きではある。しかし実定法に関していえば、1941 年には、
「人間の尊厳」を謳う国連憲章・世界人権宣言も、「個人の尊重」を規定した日本国憲法もまだ
存在しない。J. ハーバーマスが指摘しているように、「すでに古代において出現し、カントの
もとで今日通用しているような理解にまで達した、人間の尊厳という哲学上の概念は、第２次
世界大戦の終結後にようやく、それ以降に発効した各国の憲法と国際法のテキストとに居場所
を見いだした」。実際、18 世紀末の古典的な人権宣言と、19 世紀におけるそれの法典化には、
人権への言及はあっても、法概念としての「人間の尊厳」は登場しない（57）。それにもかかわ
らず恒藤が戦後に、国連憲章と日本国憲法における「尊厳」規定を余人に先駆けて「画期的な
思想史的進歩」と評価したことは、戦時下におけるカントの道徳哲学との格闘のなかに淵源を
有していると推測するなら、それは我田引水になるであろうか。
　戦後の 1959 年に公刊された恒藤の論文「法の主体」には、人格の概念に関連してカントの
立場とヘーゲルのそれとの対立を止揚することを説く、きわめて重要な以下の文章が見られる。
───────────────────────────────────────────────
（57）　Jürgen Habermas, Das Konzept der Menschenwürde und die realistische Utopie der Menschenrechte, 
in: derselbe, Zur Verfassung Europas, Berlin 2011, S.14.
（写真２）　1941 年 12 月 22 日に撮影された恒藤ゼミの卒業写真（前列の中央が恒藤恭）
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「カントが、『目的の国（das Reich der Zwecke）』の構想において説いたところの、『自
4
己目的としての各人の人格
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
』の思想は、一方では、近代的自然法理論につながると同
時に、他方では、人間のたましいの尊貴性をおしえるキリスト教の信仰に根ざすこと
によって、個人の人格的尊重を強調するものであり、その後の倫理学および法哲学の
理論に深い影響を及ぼした。個人の道徳的存在を全く超個人的国家の内面に没入させ、
人倫の弁証法的発展の最高形相たる国家を、自己目的として観るヘーゲルの見解は、
カントの見解とは正反対の極に立つものであるが、各人の人格の自己目的性を見失う
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことなく、これらの両見解の対立を止揚することによって、おそらく妥当な見解に到
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
達しうるであろう
4 4 4 4 4 4 4 4
」（58）（強調は引用者）。
　カントの個人主義とヘーゲルの超個人主義との対立を止揚し、個人の「人格（Persönlichkeit）」
の自己目的性を尊重しながらも「人格者（Person）」の社会性および歴史性を見失わないこと
こそが、戦時下におけるカントの再検討をとおして恒藤が達した法哲学上の公準であった。
　人格および人格性について恒藤はすでに、立命館大学に提出した彼の博士論文である『法的
人格者の理論』（1936 年）において周到な分析と考察を加えていたし、そこでは当然のことな
がらカントの実践哲学が検討の対象になっていた。恒藤は同書において、道徳的人格性の具体
性・全面性と法的人格性の抽象性・一面性とを対比する一方で、これら２つの人格性のあいだ
に「絶大の懸隔」を設けたカントを批判しながら、両人格性の緊密な連関を主張した（59）。そして、
自然人は道徳的人格性と法的人格性の両方を具備するのに対し、団体のような法人は法的人格
性のみを有すると判定した。恒藤はしかし、自然人の法的人格性こそが本源的であり、団体の
法的人格性は「擬制」でしかないという近代自然法学とドイツ歴史法学とに共通する見解を斥
ける。歴史を「原始社会」にまで遡るなら、むしろ団体こそが法的人格の「原型」なのであって、
個人が法的人格として表象されるようになるのはようやく近代にいたってからであると、彼は
喝破したのだった。筆者は、『社会学講義』における E. デュルケムの議論（60）を彷彿とさせる
恒藤のこうした認識は、今日でもなお傾聴に値すると考えている（61）。ところが、『法的人格者
の理論』における恒藤は、近代自然法学が想定した道徳的人格の超歴史性と没社会性とを批判
───────────────────────────────────────────────
（58）　恒藤恭「法の主体」、同著『法の精神』岩波書店、1969 年、236 頁。
（59）　恒藤恭『法的人格者の理論』世界思想社版、1949 年、154 頁以下。
（60）　E. デュルケム著、宮島喬／川喜多喬訳『社会学講義』みすず書房、1974 年。デュルケムのこの講義ノー
トは第２次世界大戦後の 1950 年に初めて公刊されたので、『法的人格者の理論』を書いた時点での恒
藤はこれを参照していない。ちなみに、近代において畏敬の対象が社会から個人の人格へと移行した
ことの根拠を社会における分化の過程に求めたデュルケムの洞察は、今日の社会学的人格論において
も高く評価されている。たとえば、Hans Joas, Die Sakralität der Person, Berlin 2011, S.81ff. を見よ。
（61）　上智大学法学部教授として法哲学を教えていた J. ヨンパルトは、恒藤の『法的人格者の理論』につ
いて、「戦前のものでありながら、今でもこの研究はユニークさを保っていると思われる」との評価
を下している。ホセ・ヨンパルト／秋葉悦子『人間の尊厳と生命倫理・生命法』成文堂、2006 年、25 頁。
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することに力を注ぐあまり、カントが強調したような道徳的人格性における「尊厳」の問題に
論及していない。1940 年代の初頭にカントにあらためて取り組むことによって恒藤が再発見
したのは、個人人格の尊厳の問題であったのだろう。41 年ノートにおける「断言命法」の第
２定式の強調は、出征していく学生たちに宛てた教師としての恒藤のメッセージではあったと
思うが、それにとどまらず、第 2 次世界大戦後の世界において実定化する人間または個人の「尊
厳」という法思想を先取りするものでもあった。
８．「人格の尊厳」か、それとも「個人の尊厳」か
　　　　　　　　　──未解明の課題──
　「人格」の概念における個人主義と超個人主義との総合という見地はしかし、残念ながら恒
藤の最後の到達点ではなかった。彼は、先に引用しておいた論文「法の主体」（1959 年）の 4
年後に、『法的人格者の理論』でいったんは確立したはずの理論的見地を放棄しているかのよ
うな「個人の尊厳」論へと傾斜する。すなわち、1963 年に初めて発表された論文「個人の尊厳」
では、第 2 次世界大戦後の国際法と各国の憲法とにおける実定法上の変化をふまえて、「個人
の尊厳」を「人格の尊厳」から峻別する理解──個人主義と人格主義との二元論──が提示
されるにいたるのである。
　この論文において恒藤は、人間存在を叡智的・精神的存在性格と感性的・身体的存在性格と
に分かったカントの見解を批判している。カントは、人間の「尊厳」の根拠をもっぱら前者の
叡智的・理性的存在性格に見いだす一方で、人間の「根源悪」の根拠を後者の感性的・身体的
存在性格に求めた。しかしながら恒藤によれば、そうした二分法をもってしては「個人の尊厳」
の根拠を的確に理解することができない。尊厳の座はむしろ、精神と身体とを併せもつ「現実
的個人」のうちに見いだされる。そして、近代自然法思想が想定した「抽象的・孤立的個人」
にではなく、精神と身体を備えた「現実的個人」に尊厳を認めるようになった「集団的価値意識」
こそは、第 2 次世界大戦という惨禍を経験することで人類がなしえた「画期的な思想史的進歩」
なのである（62）。
　人間存在における身体的契機を強調する議論といい、「個人の現実的存在」に尊厳を付与す
る根拠を社会的・集団的価値意識に求めようとする視座（63）といい、「個人の尊厳」という恒藤
の論文はカントの弱点を克服するための重要な方法的示唆を私たちにあたえている。しかし、
───────────────────────────────────────────────
（62）　恒藤、前掲注 42)、199 頁以下。
（63）　「もとより、個人の現実的存在がそれだけで尊厳の価値をそなえているわけではなく、価値意識と
の関係においてはじめて尊厳の価値が存立する基盤となりうるはずである。〔中略〕現実の社会にお
ける実定法の内含する価値観がどのような内容のものであるかを問題とする場合には、その社会にお
いて支配的である集団的価値意識または価値感情が考察の対象たらざるをえないのである」（同上、
199 頁）。
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恒藤が『法的人格者の理論』において練りあげた〈超法理的なものを法理的なものへと変換す
る法的範疇としての「人格者」〉という概念を生かすことなく「現実的個人」の概念を提示し
てしまったことは、筆者にとっては惜しまれることである。「個人の尊厳」論文における「現
実的個人」の概念にはらまれている曖昧さは、恒藤の弟子筋にあたる加藤新平によってすでに
直観的に指摘されていた点である（64）。
　もし恒藤が「人権」を、カントに沿って「道徳」ではなく「法」の世界に帰属する概念とし
て理解しているのなら（65）、超法理的に見える「現実的個人」の概念に無媒介に訴えるのでは
なく、『法的人格者の理論』の「人格」概念に萌芽的に見いだされる「承認」という契機（66）を
生かしながら「尊厳」の概念を根拠づけるという理路がありえたはずである。そうした理路の
探求はしかし、私たち自身の課題として残されている（67）。
───────────────────────────────────────────────
（64）　加藤新平「あとがき」、恒藤恭『法の基本問題』岩波書店、1969 年、491 頁。ヨンパルトは、「個人
の尊厳」論文において恒藤が、「尊厳の根源である現に存在する各個人の人格性（personality）と単
なる個性（individuality）とを区別しなかった」と指摘している。ヨンパルト／秋葉、前掲注 61）、44 頁。
（65）　恒藤が「人権」をあくまで法の範疇として捉えていることは、次の１文からも推測される──「権
利義務の主体たることは、〔道徳的人格者とは異なる〕法的人格者について観られる特有の本質的事
態に属する」（恒藤、前掲注 59、151 頁）。なお、カントが人権（「生得的権利」）を道徳ではなくて法
の範疇に属するとみなしていたことは、この権利を彼が『人倫の形而上学』の「徳論」ではなく「法論」
において語っているという外面的な事情からまずは推し測ることができる（I. カント著、加藤新平／
三島淑臣訳「人倫の形而上学第一部 法論の形而上学的基礎論」、『世界の名著 39 カント』中央公論社、
1979 年、363 頁）。そして次のような言明は、他者の権利を保護するうえで道徳性は問われない──
つまり権利は法である──とカントが考えていたことを明瞭に示している──「他の人は彼の権利に
よって、法則に従った行為を私から要求できはしても、この法則が同時に行為への動機をもふくむこ
とまで、彼は要求できない」（カント、前掲注 45、545 頁）。
（66）　思うに「相互承認」の論理は、恒藤のいう「道徳的人格（者）」と「法的人格（者）」のいずれにも
見いだされる。たとえば道徳的人格者について見れば、「各個の人格者は他の諸人格者との社会的交
渉関係のうちに立つことによってのみ、その人格的存在を有するのであり、人格は人間の社会的存在
における個別化の原理たる意義をもつものである。心理的・生理的統一体としての個人は、人格者た
り能ふ素地をそなへるだけであって、他の諸個人と相率いて社会的・歴史的実在の世界の内面に共同
的存在を託し、互に実践的交渉をいとなみ合うことによってのみ、道徳的人格を取得し、道徳的人格
者として存在するに至るのである」（恒藤、前掲注 59、124 頁）。他方、法的人格に関しては、「法的
規範による制度の設定と法的人格の承認とは互ひに不可分の関係に立つのであって、『人間的存在が
制度の存立する面に反映されたものが法的人格に他ならぬ』とも言はれ得るのである。だから、個人
について言へば、彼れの全存在が法的人格を通して顕現するわけではなく、諸々の法域におけるさま
ざまの制度の機能の発揮に寄与し、それと交渉をもつ限りにおいて、法的人格を媒介としつつ個人の
存在は法の世界のうちに顕現するのである」（同上、153 頁）。
（67）　竹下賢／角田猛之編『恒藤恭の学問風景』（法律文化社、1999 年）の第 5 章「個人の尊厳の法思想
的定位」（中村浩爾著）と第 8 章「個人の尊厳と人格の尊厳」（西野基継著）は、恒藤が切り拓いた理
論的見地を批判的に継承しつつ発展させようとする試みである。
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結 語
　恒藤のゼミ生として大阪商科大学を卒業し、のちに大阪市立大学法学部教授となる山崎時彦
は、戦時下における恒藤の自己抑制的で寡黙な姿勢について、「戦争への過程には一喜一憂と
言った風にみるのではなく身をひく形の批判的態度であられた」（68）と述べながら、他方では、
戦争に対する恒藤のそうした一見すると両義的な態度は「戦後に良心的行動を取るためのもの
だという堅い決意が前提でなくてはならなかった、と思う」（69）と述懐している（70）。本稿で検
討してきた恒藤の「国家思想史」講義は、山崎のこの指摘を裏づけるものとなっている。
　たしかに「国家思想史」という科目名は、恒藤があたかも「戦時下教育」という当時の政府
の方針に追随したかのような印象をあたえる。恒藤は講義のなかで、科目名変更の意味を説明
するために大学令に言及したことを除けば、時局に関する発言をおそらくは意識的に避けてい
る。そして講義の内容はといえば、恒藤自身の問題関心に沿っているとしても情勢とは無縁で
あるように見えるドイツ観念論の国家思想であった。ところが、戦中におけるカントの実践哲
学へのそうした沈潜は、戦後における恒藤の先駆的な「個人の尊厳」論を育んだのである。
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───────────────────────────────────────────────
（68）　山崎、前掲注 55)、122 - 123 頁。
（69）　山崎時彦編著『恒藤恭の青年時代』未来社、2003 年、475 頁。
（70）　山崎による恒藤への評価のそうした微妙な変化については、広川禎秀が指摘している。広川禎秀「解
説」、山崎編著、前掲注 69)、502 頁。
